凡　例
１　本表は、（財）岩手県文化振興事業団埋蔵文化財センターが、岩手県教育委員会事務局生涯学習文化課から依頼を受け作成したものである。編集は埋蔵文化財センター三浦謙一が担当した。

２　本表は、主に1945（昭和20）年以降に本調査が行われたものを取り上げた。また、試掘あるいは確認調査であっても遺構・遺物を掲載するなど、本報告に準ずると判断したものは登載した。さらに、一部については踏査報告や測量報告等であっても取り上げた。

３　本表は、発掘調査に関する報告およびそれに直接関連する論考や単行本に限定し、遺跡や遺構・遺物に関する論考などは取り上げていない。

４　1945年以降、2009（平成21）年12月末までに刊行され確認できた調査報告書等を取り扱ったが、（財）岩手県文化振興事業団埋蔵文化財センターの報告書については2010（平成22）年2月刊行のものまで収録した。

５　遺跡所在地の市町村名は2010年1月1日現在のものである。調査時の遺跡所在地は、いわゆる「平成の大合併」以前については合併直前の市町村名とした。したがって、昭和30年代から40年代にかけて全県的に起きた合併以前の町村名等は使用していない（例えば、赤崎村・湯田村・飯豊村・稲瀬村・福岡町ほか）。ただし、1991（平成3）年に北上市と合併した江釣子村と和賀町、1992（平成4）年に盛岡市と合併した都南村、2001（平成13）年に大船渡市と合併した三陸町については、当時の市町村名のままとした。

６　遺跡コードは「岩手県遺跡情報検索システム」に登載されている。
７　遺跡名などの旧字体は新字体に統一した。また、シリーズ名などは一部の漢数字をアラビア数字に変更している場合がある。
８　（財）岩手県文化振興事業団埋蔵文化財センターは、1977（昭和52）年に（財）岩手県埋蔵文化財センターとして設立されたが、1985（昭和60）年の組織再編により現在の名称となった。それに伴い、報告書のシリーズ名は、岩手県埋文センター文化財調査報告書から岩手県文化振興事業団埋蔵文化財調査報告書に変更になったが、集番は連続している。前者は、第１集から第88集、後者は、第89集以降となっている。

９　編･著者のうち、江坂輝弥氏および菊池啓治郎氏・司東真雄氏については用字を統一した。
10　岩手県文化振興事業団埋蔵文化財調査報告書は第525集以降、発行が（財）岩手県文化振興事業団と事業者との併記に変更されたため、（財）岩手県文化振興事業団等と表記した。

11　報告書等は（財）岩手県文化振興事業団埋蔵文化財センターが所蔵しているものを原則とし、所蔵の有無の項を設けている。また、（財）岩手県文化振興事業団埋蔵文化財センターは所蔵しないが、岩手県立図書館にある場合は「県立図」と記載した。
